平成２６年度　第２３回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年２月１８日（水）午前１０時～１０時５０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　委　　員　　中　原　　　都

　　委　　員　　上　田　博　久

　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


    議案第１号　条例改正に対する本委員会の意見について
    議案第２号　不服申立ての受理及び審査員の指名について
    議案第３号　人事委員会委員長通知の一部改正について
	５　議事の公開・非公開


　　議案第１号及び第３号を公開、議案第２号を非公開とした。
	６　議　事


　
　１　議案第１号

　　　条例改正に対する本委員会の意見について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　県議会から意見聴取のあった条例案について、以下のとおり回答しようとするもの。

①　条例案の名称

　　議案第36号　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

　　議案第37号　職員の退職手当に関する条例の一部改正について

　　議案第38号　鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

②　条例案の概要

（１）　議案第36号関係
　　ア　条例の改正理由
　　　　義務教育費国庫負担金の算定基準額及び鳥取県の最低賃金の状況を踏まえ、公立学校の教諭等　　

　　　が心身に著しい負担を与える業務に従事したときに支給される教員特殊業務手当について、所

　　　要の改正を行う。
　　イ　条例の概要
　　　(ア)　教員特殊業務手当の額を次のとおり引き上げる。
	区分
	手当の額

	ａ　非常災害時における児童若しくは生徒の保護又は緊急の防災若しくは復旧の業務
	１日につき　8,000円（現行　3,200円）


	ｂ　児童若しくは生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務又は児童若しくは生徒に対する緊急の補導業務
	１日につき　7,500円（現行　3,000円）


	ｃ　修学旅行、林間・臨海学校等において児童又は生徒を引率して行う指導業務で泊を伴うもの
	１時間以上２時間未満　750円（現行　600円）
２時間以上３時間未満　1,500円（現行　1,200円）
３時間以上４時間未満　2,250円（現行　1,800円）
４時間以上５時間未満　3,000円（現行　2,400円）
５時間以上６時間未満　3,750円（現行　3,000円）
６時間以上　4,500円（現行　3,600円）


	ｄ　人事委員会が定める対外運動競技等において児童又は生徒を引率して行う指導業務で泊を伴うもの又は週休日若しくは休日等に行うもの
	

	ｅ　部活動における児童又は生徒に対する指導業務で週休日又は休日等に行うもの
	

	ｆ　農場等の管理業務、家畜及び家畜舎等の管理業務又は家畜等の分娩の補助に係る業務で夜間又は週休日若しくは休日等に行うもの
	


　　　(イ)　被害が特に甚大な非常災害の際に、心身に著しい負担を与えると認められる業務に従事し　　

　　　　た場合は、(ア)の表のａの業務に係る手当の額に8,000円（現行　3,200円）を加算する。
　　　(ウ)　施行期日は、平成27年４月１日とする。
　(２)　議案第37号関係

　　ア　条例の改正理由
　　　　国家公務員の退職手当に準じて職員の退職手当の調整額を改定する。
　　イ　条例の概要
　　(ア)　退職手当の調整額を次のとおり改める。
 　ａ　第１号区分　65,000円（現行　50,000円）
　 ｂ　第２号区分　59,550円（現行　45,850円）
　 ｃ　第３号区分　54,150円（現行　41,700円）
　 ｄ　第４号区分　43,350円（現行　33,350円）
　 ｅ　第５号区分　32,500円（現行　25,000円）
　 ｆ　第６号区分　27,100円（現行　20,850円）
　 ｇ　第７号区分　21,700円（現行　16,700円）
　　(イ)　その他所要の規定の整備を行う。
　　(ウ)　施行期日等
　 ａ　施行期日は、平成27年４月１日とする。
　 ｂ　職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例について所要の規定の整備を行う。
  　ウ　参考（退職手当の概要）
  　　　退職手当は、「基本額」と「調整額」から構成される。
	調　整　額
	
　　 退職手当 


	基　本　額
	


・「基本額」は、退職時の給料月額に勤続期間、退職事由により決定される支給率を乗じて求められる額である。
  　    基本額   ＝   退職時の給料月額   ×   支給率（0.522～49.59）
・「調整額」は、職員の勤続期間の各月について、職員が受けていた給料表、職務の級等に応じた額（調整月額０円（主事級）～50,000円（部長級））を定め、その額が多いものから60月分の調整月額を合計した額である。
       【退職手当支給額の計算例】
           ○勤続35年の定年退職者（H27.4.1以降）　○（行政職）退職時給料月額　360,000円
　　　　　 ○勤続期間のうち、5級在職2年間、4級在職3年間、3級在職10年間、１,2級在職20年間
           　〔基本額〕　360,000円×49.59＝17,852,400円
　　　　　　 〔調整額〕　32,500円×24月＋27,100円×36月＝1,755,600円
             〔合計支給額〕　　17,852,400円＋1,755,600円＝19,608,000円
　(３)　議案第38号関係

　　ア　条例の改正理由
　　　　職員を派遣することにより、業務の円滑な実施の確保を通じて地域の振興、住民の生活の向上

　　　等に関する諸施策の推進を図るため、職員を派遣する公益的法人等を追加する。
　　イ　条例の概要
　　 (ア)　公益的法人等の業務にその役職員として専ら従事させるための職員の派遣先に、公益社団法

　　　　人とっとり被害者支援センターを加える。
　　 (イ)　その他所要の規定の整備を行う。
　 　(ウ)　施行期日は、平成27年４月１日とする。
　　ウ　参考　とっとり被害者支援センターへの派遣について

　　（ア）とっとり被害者支援センターの業務

    　　・犯罪被害者等の支援に関する広報活動及び啓発活動

    　　・犯罪被害等に関する電話又は面接による相談　　　　　等

　　（イ）派遣理由

    　　・犯罪被害者等への支援の中核となる当該団体の活動が低調である現状を踏まえ、取組内容の

　　　　　強化と団体職員の人材育成を図るため、新たに職員を派遣する。

　　（ウ）派遣職員の主な役割

    　　・センター職員の積極的支援活動の強化

    　　・センター職員、ボランティアの育成（知識・技能の付与）

    　　・自治体等との連携の強化（啓発活動等）

③　条例案に対する人事委員会の判断（案）

　(１)　議案第36号関係

        他県の手当額設定状況等に鑑み、教員特殊業務手当の引上げを行おうとするものであり、異議

    　はない。

　(２)　議案第37号関係

　 　   国家公務員の退職手当制度の見直しに準じて、職員の公務への貢献度をより的確に反映させ

　　　るよう退職手当の調整額を引き上げるもののほか、所要の規定の整備を行うものであり、異議

      はない。

　(３)　議案第38号関係

　　　職務上必要な派遣先の追加及び派遣先法人の名称変更に伴う規定の整備を行うものであり、異

　　議はない。

【質　疑】

委　員

　　参考資料の県手当額8,000円というのは、教職員に支払われる額が8,000円ということでよいか。

事務局

　　そのとおり。

委　員

　　手当額が3,200円から8,000円に引き上げられるのは、国の限度額が25％引き上げられることに伴

  うと理解して良いか。となると、国限度額の見直し前の6,400円であるのに対し、県手当額の見直し
  前は3,200円だが、国の方で何か変わったのか。

事務局

　　平成20年度に国では引き上げられたが、本県では据え置いていた。他県は併せて引き上げていた。

委　員

　　本県で据え置いていた理由は何か。

事務局

　　災害が起こらないと支給しないため支給実績がなく、引き上げる必要があるのかといった議論があ

　ったようである。

委　員

　　職員団体から何か意見が出ていなかったのか。

事務局

　　平成18年当時は、当該手当に限らず、いろいろな特殊勤務手当の見直しを行っていた時期であった。

　この手当は支給実績が少ないことからも、注目度が低かった面があったのではないか。

事務局

　　大規模災害が多い中、このような手当を整備しておかなければならないという意見があるのではな

　いか。

事務局

　　教員給与にはいろいろな種類がある。支給すべきもの・必要性の低いものを整理したメリハリのあ

　る給与体系という観点での見直しである。

委　員

　　鳥取県では修学旅行等の引率・対外運動競技等の引率・部活の手当については時間単位で支給して

　いくのか。

事務局

　　他県では一日単位で支給する団体もある。

　　平成15年度までは国にも教員給与があり、国が一日単位で支給していたことに準じて本県もそのよ

　うに支給していた。平成16年からは国に教員給与がなくなり、本県では平成18年度に他の手当全体

　を見直した中で、当該手当については時間単位の支給とした経緯がある。

　　今後一日単位に戻すことはあまり想定されない。

委　員

　　以前、退職手当が400万円くらい減額になるという話があった。

事務局

　　それは民間との均衡から減額したもの。

　　今回は、総合的見直しにより給料月額が減額になるが、その影響で退職手当も減額するのは意図す

　るところではないため、調整を図ろうとするもの。
委　員

　　今年度末退職者はまだ給料は下がらないため退職手当も下がらない。駆け込み退職者があるのでは

　ないか。

事務局

　　今回はそのような話は聞いていない。

　２　議案第２号

　　　不服申立ての受理及び審査員の指名について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

　３　議案第３号

　　　人事委員会委員長通知の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　以下のとおり人事委員会委員長通知の一部を改正しようとするもの。

①　通知の名称

　　職員の任用に関する規則の解釈及び運用方針

②　改正概要

　　平成27年度から各任命権者が県の費用負担により雇入時の健康診断を実施することに伴い、採用選　

　考請求における身体検査書の添付を廃止する。

③　施行期日

　　平成27年３月１日
　　　
	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２７年２月２７日（金）午前１０時から開催することとした。
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